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〔
告

示
〕

〇
離
島
振
興
対
策
実
施
地
域
に
お
い
て
産
業

投
資
促
進
計
画
が
策
定
さ
れ
た
地
区
を
指

定
す
る
件

（
総
務
・
農
林
水
産
・
国
土
交
通
一
四
）

〇
衆
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員
の
選
挙
に
お

け
る
名
称
及
び
略
称
の
届
出
を
し
た
政
党

そ
の
他
の
政
治
団
体
に
つ
い
て
、
公
職
選

挙
法
第
八
十
六
条
の
二
第
一
項
第
一
号
又

は
第
二
号
に
該
当
す
る
政
党
そ
の
他
の
政

治
団
体
で
な
く
な
っ
た
旨
の
届
出
が
あ
っ

た
件
（
中
央
選
挙
管
理
会
六
）

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
七
条
の
規
定
に

よ
る
承
認
を
し
た
件
（
法
務
七
四
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
三
六
九
〜
三
七
三
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
三
七
四
〜
三
八
五
）

〇
液
化
石
油
ガ
ス
の
保
安
の
確
保
及
び
取
引

の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
第
四
十
七
条
第

一
項
の
登
録
の
更
新
を
行
っ
た
件

（
経
済
産
業
二
四
）

〇
特
定
特
殊
自
動
車
の
型
式
の
届
出
が
あ
っ

た
件

（
経
済
産
業
・
国
土
交
通
・
環
境
二
〜
一

五
）

〇
承
認
事
業
者
の
住
所
を
変
更
し
た
件

（
同
一
六
、
一
七
）

〇
生
活
保
護
法
第
五
十
五
条
の
三
に
基
づ
く

指
定
医
療
機
関
に
関
す
る
告
示

（
中
国
四
国
厚
生
局
一
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
一
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

貸
金
業
法
第
三
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
日
本
貸
金
業
協
会
か
ら
の
届
出
に
関
す
る

公
示
に
つ
い
て
（
金
融
庁
）

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す

る
公
示

（
神
戸
運
輸
監
理
部
最
低
賃
金
公
示
二
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他




		2016-02-08T15:19:03+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




